
議案第５号 

 

   令和２年度精華町国民健康保険事業特別会計予算について 

 

 令和２年度精華町国民健康保険事業特別会計予算を、次のとおり提

出する。 

 

    令和２年３月２日提出 

 

                 精華町長  杉浦 正省     

 

提案理由 

 

 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第３条及び第１０条

並びに国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）第２条の

規定により、国民健康保険事業に係る経費を下記のとおり計上したい

ので提案します。 

 

               記 

 

国民健康保険被保険者の医療費の一部負担金を除く費用の負担に

要する費用及び国民健康保険事業納付金並びに保健事業等に要する費

用を、被保険者からの保険税及び府、町の負担金等を財源として、歳

入歳出総額３，２３８，９２９千円を計上します。 

 

１ 令和２年度被保険者見込数        ６，５３４人 

 （内訳） 

  一般被保険者     ６，５３３人 

  退職被保険者         １人 

２ 令和２年度介護被保険者見込数   １，５５８人 
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   令和２年度精華町国民健康保険事業特別会計予算 

 

 令和２年度精華町国民健康保険事業特別会計予算は、次に定めると

ころによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，２３８，９２

９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 

歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２

項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５０，０００千円

と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予

算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

（１）保険給付の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

令和２年３月２日提出 

 

京都府精華町長  杉浦 正省   あ 

－1－



第１ 算

1 手数料 300

歳

6 府支出金 2,

入

324,035

1 府負担金・補助金 2,324,035

8 財産収入 30

1 財産運用収入 30

9 繰入金 228,7

(

13

1 繰入

表

単

金 228,713

位

10 繰越金 1

：

1 繰越金 1

千

11 諸収入 5

円

,912

1

)

延滞金、加算金及び過

款

料 3,050

項

2 預金利子 20

金

3 受託事業収入

　

1

4 雑入 2

　

　

,841

歳

　

　　入　　合　　計 3

　

,238,929

　　額

-2-

　

1 国民健康保

歳

険税 679,938

入

1 国民健康保

歳

険税 679,938

出

2 使用料及び

予

手数料 300
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歳 出 位

2 高額療養費

：

261,320

千

3 葬祭費 2,50

円

0

4 移送費

)

120

5 出

款

産育児諸費 12,60

項

0

6 精神・

金

結核医療付加金 3,4

　

00

8 国民

　

健康保険事業費納付金

　

819,400

　

1 医療給付費分 5

　

55,300

　

2 後期高齢者支援金

額

等分 197,100

-

3 介護納金分

3

67,000

-

9 保健事業費 53,874

1 特定健康診査等事業費 21,412

2 保健事業費 32,462

10 基

1

金積立金 30

総

1 基金積立金 30

務

11 諸支出金

費

2,051

4

1 償還金及び還付加算

1

金 2,051

,

12 予備費 20,0

2

00

1 予備

4

費 20,000

2

歳　　出　　合　　計 3,238,929

1 総務管理費 41,242

2 保険給付費 2,302,332

(

1 療養諸費

単

2,022,392
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歳入 細

6 府支出金 2,

書

324,035

１

8 財産収入 30

　

9 繰入金 228,

総

713

10 繰

　

越金 1

11 諸

括

収入 5,912

(

歳 入 合 計 3

歳

,238,929

入

歳

)

款 本年度

出

予算額

国民健康保険事

予

業特別会計

歳入歳出予

算

算事項別明細書（総括

事

） -4-

1 国

項

民健康保険税 679,

別

938

2 使用

明

料及び手数料 300

－4－



円

,703

30

)

0

230,6

前

63 △1,950

年

2 △1

5

度

,977 △65

予

3,804,95

算

0 △566,021

額 比　　　　　　較

国民健康保険事業特別会計

-5- 歳入歳出予算事項別

(

明細書（総括）

単

713,240 △3

位

3,302

3

：

00 0

2,8

千

54,738 △530

－5－



( 歳

4 58

2 保険給付費 2,302,332 2,832,

款

892 △530,56

本

0

8 国民

　

健康保険事業費納付金

　

819,400 851

年

,100 △31,70

　

0

9 保健

　

事業費 53,874 5

出

度

7,893 △4,01

前

9

10 基

　

金積立金 30 30 0

　

11 諸支出

年

金 2,051 1,85

　

1 200

　

12 予備費 20,00

度

0 20,000 0

比

歳 出 合

　

 計 3,238,92

)

　

9 3,804,950

　

△566,021

　較
予　　算　　額 予　　算　　額

国民健康保険事業特別会計

歳入歳出予算事項別明細書（総括） -6-

1 総務費 41,242 41,18

－6－



単

　の　　他

国民健康保

位

険事業特別会計

-7-

：

歳入歳出予算事項別明

千

細書（総括）

円

0 0 0 41,24

)

2

2,2

本

80,669 0 11,

　

800 9,863

　

0 0 0 819

年

,400

　

8,250 0 1,28

　

6 44,338

度

0 0 30 0

　

0 0 0 2,0

　

51

0 0

予

0 20,000

　

2,288,

　

919 0 13,116

算

936,894

　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 府 支 出 

(

金 地　　方　　債 そ　

－7－



2 歳

険

8 710,297 △3

税

0,679

1 項 国民健康保険

入

税

2 退職被保険者等国民健康保険税 320 2,943 △2,623

目 本

1

　年　度 前　年　度 比

款

　　　較

国民健康保険

国

事業特別会計
歳入歳出

民

予算事項別明細書（歳

健

入） -8-

康

1 一般被保険者国民健

保

康保険税 679,61

－8－



：

費分現年度分 472,

千

680
度分

円

2 医

）

療給付費分過年 2,4

節

25 医療給付費分過年

説

度分 2,425

　

度分

　

3 医療給付費分滞

　

納 10,922 医療給

　

付費分滞納繰越分 10

　

,922
繰越

　

分

　

4 後期高齢者支援金 1

　

44,661 後期高齢

　

者支援金分現年度分 1

　

44,661

　

分現年度分

　

5 後期高齢者

　

支援金 824 後期高齢

　

者支援金分過年度分 8

　

24
分過年度

　

分

　

6 後期高齢者支援金 3

　

,533 後期高齢者支

明

援金分滞納繰越分 3,

区

533
分滞納

　

繰越分

　

7 介護納付金分現

　

年 42,158 介護納

　

付金分現年度分 42,

分

158
度分

金

8 介

　

護納付金分過年 533

　

介護納付金分過年度分

額

533
度分

国

9 介

民

護納付金分滞納 1,8

健

82 介護納付金分滞納

康

繰越分 1,882

保

繰越分

険

1 医療給付費

事

分現年 33 医療給付費

業

分現年度分 33

特

度分

別

2 医療給付費分過

会

年 1 医療給付費分過年

計

度分 1
度分

-

3 医

9

療給付費分滞納 142

-

医療給付費分滞納繰越

歳

分 142
繰越

入

分

歳

4 後期高齢者支援金 1

出

1 後期高齢者支援金分

予

現年度分 11

算

分現年度分

事

5 後期高齢者

項

支援金 1 後期高齢者支

別

援金分過年度分 1

明

分過年度分

（

細

6 後期高

書

齢者支援金 72 後期高

（

齢者支援金分滞納繰越

歳

分 72
分滞納

入

繰越分

）

7 介護納付金分現年 11 介護納付金分現年度分 11
度分

8 介護納付金分過年 1

単

1

介護納付金分過年度分

医

1
度分

療給付費分現年 4

位

72,680 医療給付

－9－



1 款 項

38 713,240 △

国

33,302

民

2 款 使用料及び手

健

数料 1 項 手数料

康

1 督

保

促手数料 300 300

険

0

税

計 300 300 0

6 款 府支出金 1 項 府負担金・補

国

助金

1 保険給付費等交付金 2,324,035 2,854,738 △530,703

目 本　年

計 2,32

　

4,035 2,854

民

度

,738 △530,7

前

03

8 款

　

財産収入 1 項 財産運用

年

収入

　

1 利子及び配当

度

金 30 30 0

比

計 30

　

30 0

9

　

款 繰入金 1 項 繰入金

　

健

較

1 一般会計繰入金 22

国

8,713 230,6

民

63 △1,950

健康保険事業特

康

別会計
歳入歳出予算事

保

項別明細書（歳入） -

険

10-

税 1

計 679,9

－10－



：

繰越分 48
繰

千

越分

円）

1 督促手数

節

料 300 督促手数料 3

説

00

　　

1 保険給付

　

費等交付 2,280,

　

669 保険給付費等交

　

付金（普通交付金） 2

　

,280,669

　

金（普通交付金）

　

2

　

保険給付費等交付 43

　

,366 保険者努力支

　

援分 9,094

　

金（特別交付金） 特

　

別調整交付金分 26,

　

022
特定健

　

診等負担金 8,250

　　　

1 基金運用利子

明

30 財政調整基金運用

区

利子 30

　　

1 保険

　

基盤安定繰入 165,

　

605 保険基盤安定繰

分

入金 165,605

金

金

　

2 財政安定化支

　

援事 10,066 財政

額

安定化支援事業繰入金

国

10,066

民

業繰入金

健

3 その他一般会

康

計繰 41,242 その

保

他一般会計繰入金（人

険

件費分） 22,303

事

入金 その他一

業

般会計繰入金（事務費

特

分） 18,939

別

4 出産

会

育児一時金繰 8,40

計

0 出産育児一時金繰入

-

金 8,400

1

入金

1- 歳入歳出予算事項別

（

明細書（歳入）

単

9 介護納付金分滞納

位

48 介護納付金分滞納

－11－



9 款

3 △1,950

10 款 繰越金 1 項 繰越金

1 療養給付費等交付金繰越金 0 1 △1

2 その他繰越金

目

1 1 0

本

計 1 2 △1

　

11 款 諸収

繰

年

入 1 項 延滞金、加算金

　

及び過料

度

1 一般被保

前

険者延滞金 3,000

　

3,000 0

年　

2 退職被保険者等

度

延滞金 50 50 0

比　

計 3,050

入

　

3,050 0

　

11 款 諸収入 2 項

較

預金利子

国

1 預金利子

民

20 1 19

健

計 20 1

康

19

11

保

款 諸収入 3 項 受託事業

険

収入

事

1 特定健康診査

金

業

等受託料 1 1 0

特別

計 1 1 0

会

11 款 諸収入 4

計

項 雑入

歳

4 一般被保険

入

者第三者納付金 1,0

歳

00 1,000 0

出予

1

算事項別明細書（歳入

項

） -12-

繰入

計 228

金

,713 230,66

－12－



：

医療付加繰入金 3,4

千

00
加繰入金

円）

節
説

1 その他繰越金 1

　

前年度繰越金 1

　　　

1 一般被保険者延滞 3

　

,000 一般被保険者

　

延滞金 3,000

　

金

　

1 退職被保険者等

　

延 50 退職被保険者等

　

延滞金 50
滞

　

金

　　

1 預金利子 2

　

0 預金利子 20

　　　

1 特定健康診査等受 1

　

特定健康診査等受託料

明

1
託料

区　　

1 一般被保険者第三 1

　

,000 一般被保険者

　

第三者納付金 1,00

分

0
者納付金

金　　額

国民健康保険事業特別会計
-13- 歳入歳出予算事項別

（

明細書（歳入）

単

5 精神・結核医療付

位

3,400 精神・結核

－13－



11

6 一般被保険者返納金 500 500 0

7 退職被保険者等返納金 10 10 0

目

8 雑入 1,321 1,

本

405 △84

　

款

年

計 2,841 2,

　

925 △84

度 前　年　度 比　

諸

　　較

国民健康保険事

収

業特別会計
歳入歳出予

入

算事項別明細書（歳入

4

） -14-

項

5 退職被保険者等第三

雑

者納付金 10 10 0

入

－14－



：

三者納付金 10

千

三者納付金

円

1 一般被保

）

険者返納 500 一般被

節

保険者返納金 500

説

金

　

1 退職被保険者

　

等返 10 退職被保険者

　

等返納金 10

　

納金

　

1 雑入 1,321 健

　

診受診者自己負担金 1

　

,285
指定

　

公費受入金 36

　　　　　　　　　　明

区　　　　分 金　　額

国民健康保険事業特別会計
-15- 歳入歳出予算事項別

（

明細書（歳入）

単

1 退職被保険者等第

位

10 退職被保険者等第

－15－



3 歳

会計

歳入歳出予算事項別明細書（歳出） -16-

1 一般管理費 41,242 41,184 58 0 0 0 41,242

0 0

1

0 22,303

款

　

総務費 1 項 総務管理費

　

目 本　年　度 前　年　

出

度 比　　　較

0 0

本

0 17,535

　年　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

国府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別

－16－



位

員給与費(国保医療課

　

) 22,303
2 給

千

料 10,288

円

　2節 給料

）

3 職員手当等 8

節

,365

説

 　2 一般職給

　

料 10,288
4 共

　

済費 3,650

　

　3節 職

　

員手当等
8 旅費 11

　

6

 

　

　1 扶養手当 300

　

10需用費 1,24

　

0

 

　

　2 地域手当 636

　

11役務費 6,73

　

0

 

　

　4 通勤手当 173

　

12委託料 4,47

明

1

 

区

　6 時間外勤務手当

　

1,500
18負担

　

金、補助及び交 2,4

　

71
付金

　

 　11 期末勤

　

勉手当 4,452

分

 　1

金

2 退職手当組合負担

　

金 1,184

　

 　13 児

額

童手当 120

国

　4節 共済

民

費

 

健

　2 職員共済組合負

康

担金 3,569

保

 　3 職

険

員厚生会負担金 62

事

 　4

業

 公務災害補償基金負

特

担金 19

別

 一般管理経費(

会

国保医療課) 17,5

計

35

　1節

-

 報酬

1

 　3 附

7

属機関委員報酬 211

-

  

歳

   国民健康保険運

入

営協議会委員報酬 （ 2

歳

11）

出

 　7 会計年度任

予

用職員報酬 3,700

算

  

事

   会計年度任用職

項

員報酬（一般事務） （

別

3,700）

明

　8節 旅費

細

 　

書

1 費用弁償 37

（

 　2 

歳

普通旅費 79

出

　10節 需

）

用費

1

 　1 消耗品費 60

報

0

 

酬

　4 印刷製本費 45

3

0

,9

（

11

単

 国民健康保険事業職

－17－



出予算事項別明細書（歳出） -18-

1 款 総務費 1 項 総務管理費

目 本　年　度 前　年　度 比

0

　

0 0 1,404

　　較

本　年　度　の　

計 4

財

1,242 41,18

　

4 58 0 0 0 41,2

源

42

2 款 保険給付費

　

1 項 療養諸費

1 一般被

内

保険者療養給付 1,9

　

88,720 2,50

訳

8,433 △519,

特

713

　

費

　

1,988,72

定

0 0 0 0

　

1,988,7

　

20 0 0 0

財　　源
一般財源

国府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別会計

歳入歳 －18－



位

,260

　

 　4 手数料（

千

費用） 4,256

円

　12節

）

 委託料

節

 　3 電算シス

説

テム導入改修委託料 1

　

,621

　

     基幹業

　

務支援システム（国民

　

健康保険システム） 

　

（ 1,621）

　

     

　

改修業務委託

　

 　98 その他業務

　

委託料 2,850

　

    

　

 レセプト点検等委託

　

（ 2,850）

　

　18節 

明

負担金、補助及び交付

区

金

 

　

　1 負担金 2,47

　

1

 

　

    国保連合会負

　

担金 （ 580）

　

     

分

システム保守負担金 （

金

99）

　

     電算機器

　

更改整備負担金 （ 1,

額

792）

国

 賦課徴収経費(

民

税務課) 1,404

健

　10節 需

康

用費

保

 　4 印刷

険

製本費 190

事

　11節 役

業

務費

特

 　1 通信運搬費 5

別

64

会

 　4 手数料（費用

計

） 650

-

1

1

8負担金、補助及び交

9

1,988,720

-

付金
 

歳

一般被保険者療養給付

入

費(国保医療課) 1,

歳

988,720

出

　18節 負担金

予

、補助及び交付金

算事

 　1 負担金 1,

項

988,720

別

     

明

一般被保険者療養給付

細

費 （1,988,72

書

0）

（歳出）

　11節 役

（

務費

単

 　1 通信運搬費 1

－19－



歳出予算事項別明細書（歳出） -20-

2 退職被保険者等療養給 1

2

,000 8,000 △

款

7,000

保

付費

険

1,000

給

0 0 0

付

1,000 0 0 0

費 1 項 療養諸費

3 一般被保

目

険者療養費 26,00

本

0 26,000 0

　年

26,0

　

00 0 0 0

度

26,000

前

0 0 0

　年　度 比　

4 退

　

職被保険者等療養費 1

　

00 200 △100

較

本

100

　

0 0 0

年

100 0 0 0

　度　の　財　

5 審査支払手数

源

料 6,572 6,65

　

9 △87

内　

3,409 0 0 3

訳

,163

特

3,409 0 0

　

3,163

　定　　財　

計 2,022,3

　

92 2,549,29

源

2 △526,900 2

一

,019,229 0 0

般

3,163

2 款 保険

財

給付費 2 項 高額療養費

源

1 一般被保険者高額療

国

養 261,000 26

府

1,000 0

支

費

出

261,0

金

00 0 0 0

地

261,00

　

0 0 0 0

方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別会計

歳入 －20－



位

 退職被保険者等療養

　

給付費(国保医療課)

千

1,000

円

　18節 負担金、補

）

助及び交付金

節

 

説

　1 負担金 1,00

　

0

 

　

    退職被保険者

　

等療養給付費 （ 1,0

　

00）

　

18負担金、補助

　

及び交 26,000

　

付金
 

　

一般被保険者療養費(

　

国保医療課) 26,0

　

00

　18

　

節 負担金、補助及び

　

交付金

　

 　1 

明

負担金 26,000

区

   

　

  一般被保険者療養

　

費 （ 26,000）

　

18

　

負担金、補助及び交 1

　

00
付金

分

 退職被保険者等

金

療養費(国保医療課)

　

100

　1

　

8節 負担金、補助及

額

び交付金

国

 　1

民

 負担金 100

健

     

康

退職被保険者等療養費

保

（ 100）

険

11役務費 6

事

,572

業

 審査支払手数料

特

(国保医療課) 6,5

別

72

　1

会

1節 役務費

計

 　

-

4 手数料（費用） 6

2

,572

1

1

-

8負担金、補助及び交

歳

261,000

入

付金
 一般

歳

被保険者高額療養費(

出

国保医療課) 261,

予

000

　1

算

8節 負担金、補助及

事

び交付金

項

 　1

別

 負担金 261,00

明

0

 

細

    一般被保険者

書

高額療養費 （ 261,

（

000）

歳出）

18負担金、

（

補助及び交 1,000

単

付金

－21－



入歳出予算事項別明細書（歳出） -22-

2 退職被保険者等高額療

2

100 2,000 △1

款

,900

保

養費

険

100 0 0 0

給

1

付

00 0 0 0

費 2 項 高額療養

3 一般被保険者高額介

費

護 200 200 0

目

合算療

本

養費

　

200 0 0 0

年

200 0

　

0 0

度 前　年　度

4 退職

比

被保険者等高額介 20

　

50 △30

　

護合算療養費

　

2

較

0 0 0 0

本

20 0 0 0

　年　度　の　財

計 261,32

　

0 263,250 △1

源

,930 261,32

　

0 0 0 0

2 款 保険給

内

付費 3 項 葬祭費

1 葬祭

　

費 2,500 2,50

訳

0 0

特　

0 0 0 2,500

　

0 0 0

定

2,500

　　財　　源
一般

計 2,500 2,50

財

0 0 0 0 0 2,500

源

2 款 保険給付費 4 項

国

移送費

1 一般被保険者

府

移送費 100 100 0

支出

10

金

0 0 0 0

地

100 0 0 0

　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別会計

歳 －22－



位

職被保険者等高額療養

　

費(国保医療課) 10

千

0

　18節

円

 負担金、補助及び交

）

付金

節

 　1 負

説

担金 100

　

     退職

　

被保険者等高額療養費

　

（ 100）

　

18負担金、

　

補助及び交 200

　

付金
 一

　

般被保険者高額介護合

　

算療養費(国保医療課

　

) 200

　

　

18節 負担金、補助

　

及び交付金

　

 　

　

1 負担金 200

明

    

区

 一般被保険者高額介

　

護合算療養費 （ 200

　

）

　

18負担金、補助及び

　

交 20
付金

　

 退職被保険者

分

等高額介護合算療養費

金

(国保医療課) 20

　

　18節 負

　

担金、補助及び交付金

額

国

 　1 負担金

民

20

健

     退職被保険

康

者等高額介護合算療養

保

費 （ 20）

険事

18負担金、補助及び

業

交 2,500

特

付金
 葬祭費

別

(国保医療課) 2,5

会

00

　18

計

節 負担金、補助及び

-

交付金

2

 　1 

3

負担金 2,500

-

    

歳

 葬祭費 （ 2,500

入

）

歳

18負担

出

金、補助及び交 100

予

付金

算

 一般被保険者移送費

事

(国保医療課) 100

項別明細書（歳出）

18負担金、

（

補助及び交 100

単

付金
 退

－23－



出予算事項別明細書（歳出） -24-

2 款 保険給

2 退職被保険者等

付

移送費 20 50 △30

費 4

20

項

0 0 0

移

20 0 0 0

送費

目 本　年　度

計 120 150 △

前

30 120 0 0 0

2

　

款 保険給付費 5 項 出産

年

育児諸費

1 出産育児一

　

時金 12,600 14

度

,700 △2,100

比　

0 0

　

8,400 4,200

　

0

較

0 8,400 4,20

本

0

　年　度　の　

計 12,

財

600 14,700 △

　

2,100 0 0 8,4

源

00 4,200

2 款

　

保険給付費 6 項 精神・

内

結核医療付加金

1 精神

　

・結核医療付加金 3,

訳

400 3,000 40

特

0

　

0

　

0 3,400 0

定

0 0 3,

　

400 0

　財　　源
一般

計

財

3,400 3,000

源

400 0 0 3,400

国

0

府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別会計

歳入歳 －24－



位

1 負担金 100

　

    

千

 一般被保険者移送費

円

（ 100）

）

18負担金、

節

補助及び交 20

説

付金
 退職

　

被保険者等移送費(国

　

保医療課) 20

　

　18節 負担金

　

、補助及び交付金

　　

 　1 負担金 20

　

  

　

   退職被保険者等

　

移送費 （ 20）

　　

18負担金、補助

　

及び交 12,600

　

付金
 

明

出産育児一時金(国保

区

医療課) 12,600

　

　18節 

　

負担金、補助及び交付

　

金

　

 　1 負担

　

金 12,600

分

     

金

出産育児一時金 （ 12

　

,600）

　額

18負担金、補助及び

国

交 3,400

民

付金
 精神・

健

結核医療付加金(国保

康

医療課) 3,400

保

　18節 負

険

担金、補助及び交付金

事業

 　1 負担金

特

3,400

別

     精神

会

・結核医療付加金 （ 3

計

,400）

-25- 歳入歳出予算事項別明細書（歳出）

　18節 負

（

担金、補助及び交付金

単

 　

－25－



険事業特別会計

歳入歳出予算事項別明細書（歳出） -26-

1 一般

8

被保険者医療給付 55

款

5,000 572,0

国

00 △17,000

民

費分

健

0

康

0 0 555,000

保険

0 0 0

事

555,000

業費納付金 1 項

2 退職被保険者等

医

医療給 300 1,50

療

0 △1,200

給

付費分

付

0 0

費

0 300

分

目

0 0 0 300

本　年　度 前　年

計 555,30

　

0 573,500 △1

度

8,200 0 0 0 55

比

5,300

8 款 国民

　

健康保険事業費納付金

　

2 項 後期高齢者支援金

　

等分

1 一般被保険者後

較

期高齢 197,000

本

211,000 △14

　

,000

年

者支援金等分

　

0 0

度

0 197,000

　の

0 0 0 1

　

97,000

財　源　内　訳

2 退職被保険者等後

特

期高 100 600 △5

　

00

　

齢者支援金等分

定

0 0 0

　

100

　財

0 0 0 100

　　源
一般財源

国

計 197,100

府

211,600 △14

支

,500 0 0 0 197

出

,100

金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保

－26－



位

 国民健康保険事

　

業費納付金(一般被保

千

険者)(国保医療課 5

円

55,000

）

 )

　1

節

8節 負担金、補助及

説

び交付金

　

 　1 

　

負担金 555,000

　

  

　

   一般被保険者医

　

療給付費分 （ 555,

　

000）

　

18負担金、補

　

助及び交 300

　

付金
 国民

　

健康保険事業費納付金

　

(退職被保険者)(国

　

保医療課 300

　

 )

　

明

18節 負担金、補助

区

及び交付金

　

 　1

　

 負担金 300

　

     

　

退職被保険者等医療給

　

付費分 （ 300）

分 金

18負担金、補

　

助及び交 197,00

　

0
付金

額

 国民健康保険事業

国

費納付金(一般被保険

民

者後期高齢者支 197

健

,000
 援

康

金)(国保医療課)

保

　18節 

険

負担金、補助及び交付

事

金

業

 　1 負担金

特

197,000

別

     

会

一般被保険者後期高齢

計

者支援金等分 （ 197

-

,000）

2

18負担金、

7

補助及び交 100

-

付金
 国

歳

民健康保険事業費納付

入

金(退職被保険者後期

歳

高齢者支 100

出

 援金)(国保医療

予

課)

　1

算

8節 負担金、補助及

事

び交付金

項

 　1 

別

負担金 100

明

     退

細

職被保険者等後期高齢

書

者支援金等分 （ 100

（

）

歳出）

18負担金、

（

補助及び交 555,0

単

00
付金

－27－



事業特別会計

歳入歳出予算事項別明細書（歳出） -28-

1 介護納

8

付金分 67,000 6

款

6,000 1,000

国民

0 0

健

0 67,000

康保

0 0 0 67

険

,000

事業費納付金 3

計

項

67,000 66,0

介

00 1,000 0 0 0

護

67,000

9 款 保

納

健事業費 1 項 特定健康

金

診査等事業費

1 特定健

分

康診査等事業費 21,

目

412 26,497 △

本

5,085

　年

8,250 0 1

　

,001 12,161

度

8

前

,250 0 1,001

　

12,161

年　度 比　　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　　

計 21,412 26

定

,497 △5,085

　

8,250 0 1,00

　

1 12,161

9 款

財

保健事業費 2 項 保健事

　

業費

1 保健衛生普及費

　

340 340 0

源
一

0 0 0 34

般

0

財源

国府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険

－28－



位

 国民健康保険事業

　

費納付金(介護納付金

千

分)(国保医療課 67

円

,000
 )

）

　18節

節

 負担金、補助及び交

説

付金

　

 　1 負担

　

金 67,000

　

     

　

介護納付金等分 （ 67

　

,000）

　　

10需用費 597

　

 特定健

　

康診査等事業費(国保

　

医療課) 21,412

　

11役務費 1,88

　

0

　10節

　

 需用費
1

明

2委託料 18,310

区

 　

　

1 消耗品費 180

　

18負担金、補助及び

　

交 625
付金

　

 　4 印刷

　

製本費 317

分

 　7 賄

金

材料費 100

　

　11節 役

　

務費

額

 　1 通信運搬費 1

国

,241

民

 　4 手数料（

健

費用） 639

康

　12節 委

保

託料

険

 　98 その他業務

事

委託料 18,310

業

   

特

  特定健康診査業務

別

委託 （ 18,310）

会

　1

計

8節 負担金、補助及

-

び交付金

2

 　1 負担金 6

9

25

-

     特定健診シ

歳

ステムネットワーク負

入

担金 （ 625）

歳出

7 報償費 240

予算事項別明細書（歳出）

18負担金、

（

補助及び交 67,00

単

0
付金

－29－



入歳出予算事項別明細書（歳出） -30-

0 0

9

0 340

款 保健事業費 2 項 保健

2 疾病予防

事

費 32,122 31,

業

056 1,066

費

目

0 0 28

本

5 31,837

　

0 0 28

年

5 31,837

　度 前　年　度 比　　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

国府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別会計

歳 －30－



位

　7節 報

　

償費

千

 　2 報

円

償品 240

）

     無受

節

診世帯表彰 （ 240）

説

　1

　

0節 需用費

　

 　4 印刷

　

製本費 100

　

1 報酬 54

　

6

 

　

保健事業(国保医療課

　

) 32,122
7 報

　

償費 35

　

　

1節 報酬

　

8 旅費 10

　

 　7 会計年

　

度任用職員報酬 546

　

10需用費 584

明

   

区

  会計年度任用職員

　

報酬（管理栄養士） （

　

546）
11役務費

　

2,161

　

　7節 報償費

　

12委託料 28,6

分

54

金

 　1 報償金 35

　

13使用料及び賃借料

　

132

額

     講師等謝

国

礼 （ 35）

民

　8節 旅費

健

 　

康

2 普通旅費 10

保

　10節

険

 需用費

事

 　1 消耗品費

業

100

特

 　4 印刷製本費

別

484

会

　11節 役務費

計

 　1

-

 通信運搬費 1,21

3

6

 

1

　4 手数料（費用）

-

937

歳

 　6 保険料 8

入

　12

歳

節 委託料

出

 　98 その

予

他業務委託料 28,6

算

54

事

     人間ドック

項

等検診事業 （ 28,6

別

54）

明

　13節 使用料及

細

び賃借料

書

 　5 会場等借

（

上料 132

歳出）

 保健衛生普

（

及費(国保医療課) 3

単

40
10需用費 100

－31－



入歳出予算事項別明細書（歳出） -32-

9

計 32,462 31,

款

396 1,066 0 0

保

285 32,177

健

10 款 基金積立金 1 項

事

基金積立金

1 財政調整

業

基金積立金 30 30 0

費 2

0 0

項

30 0

保

0 0 30 0

健事業費

目 本　年

計 30 30 0 0 0

　

30 0

11 款 諸支出

度

金 1 項 償還金及び還付

前

加算金

1 一般被保険者

　

保険税還 2,000 1

年

,800 200

　

付金

度

0 0 0

比

2,000

　

0 0 0 2,0

　

00

　較

本　年　

2 退職

度

被保険者等保険税 50

　

50 0

の

還付金

　

0 0 0 50

財

0 0

　

0 50

源　内　訳

特

3 償

　

還金 1 1 0

　定

0 0 0 1

　

0 0 0 1

　財　　源
一般財

計 2,05

源

1 1,851 200 0

国

0 0 2,051

府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別会計

歳 －32－



位

整基金積立金(国保医

　

療課) 30

千

　24節 積立金

円）

 　2 利子積立 3

節

0

 

説

    財政調整基金

　

積立金 （ 30）

　　

22償還金、利子

　

及び割 2,000

　

引料
 一

　

般被保険者保険税還付

　

金(税務課) 2,00

　

0

　22節

　

 償還金、利子及び割

　

引料

　

 　3 過

　

誤納還付加算金 2,0

　

00

明

     一般被保険

区

者保険税還付金等 （ 2

　

,000）

　

22償還金、

　

利子及び割 50

　

引料
 退職

　

被保険者等保険税還付

分

金(税務課) 50

金

　22節 償還

　

金、利子及び割引料

　額

 　3 過誤納還

国

付加算金 50

民

     退

健

職被保険者等保険税還

康

付金等 （ 50）

保

22償還

険

金、利子及び割 1

事

引料
 償

業

還金(国保医療課) 1

特

　22節 

別

償還金、利子及び割引

会

料

計

 　98 そ

-

の他返還金 1

3

     療

3

養給付費等負担金過年

-

度返還金 （ 1）

歳入歳出予算事項別明細書（歳出）

（

24積立金 30

単

 財政調

－33－



予算事項別明細書（歳出） -34-

1 予備費 20,000 20,0

1

00 0

2 款

0 0 0 20,000

予

0

備

0 0 20,000

費 1

計 20,000 20,

項

000 0 0 0 0 20,

予

000

備費

目 本　年　度 前　年　度 比　　　較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

国府支出金 地　方　債 そ　の　他

国民健康保険事業特別会計

歳入歳出 －34－



位　千円）

節

説　　　　　　　　　　　　　明

区　　　　　分 金　　額

国民健康保険事業特別会計

-35- 歳入歳出予算事項別明細書（歳出）

（

 予備費(国保医

単

療課) 20,000

－35－



１．特　別　職
（単位：千円）

職員数 期 末 地 域 その他
(人) 手 当 手 当 の手当

長 等 - - - - - - - - -

議 員 - - - - - - - - -

その他の
特 別 職

13 211 - - - - 211 - 211

計 13 211 - - - - 211 - 211

長 等 - - - - - - - - -

議 員 - - - - - - - - -

その他の
特 別 職

13 211 - - - - 211 - 211

計 13 211 - - - - 211 - 211

長 等 - - - - - - - - -

議 員 - - - - - - - - -

その他の
特 別 職

- - - - - - - - -

計 - - - - - - - - -

給　与　費　明　細　書

共済費 合 計 備考
給 与 費

比
較

報 酬 給 料 計

本
年
度

前
年
度

区 分

－36－



２．一　般　職
　(1) 総　括

（単位：千円）
職員数

（人） 報酬 給料 職 員 手 当 計

本年度 3 4,246 10,288 8,365 22,899 3,650 26,549 児童手当１２０

前年度 3 - 10,116 8,177 18,293 3,497 21,790 児童手当１４０

比　較 - 4,246 172 188 4,606 153 4,759

特 殊 勤 務 時　間　外 休 日 勤 務
手　　　当 勤 務 手 当 手　　　当

本年度 300 173 636 - - 1,500 -

前年度 300 118 625 - - 1,500 -

比　較 - 55 11 - - - -

夜 間 勤 務 管 理 職 員 期 末 勤 勉 退 職 手 当
手　　　当 特別勤務手当 手　　　当 組合負担金

本年度 - - - 4,452 1,184 8,245

前年度 - - - 4,330 1,164 8,037

比　較 - - - - 122 20 208

　(2) 給料及び職員手当の増減額の明細
（単位：千円）

区 分 増減額

25

186

△39

49

139

172

188

備考

 その他の増減分

 給与改定に伴う
 増減分

給 料

職員手当

 制度改正に伴う
 増減分

支給対象職員の変動及
び職員の異動による増
減等

職員の定期昇給に伴う
増加

人事異動による会計間
の異動等による減少

勤勉手当増加(支給率＋
0.05)

 その他の増減分

給与改定に伴う増加

 昇給に伴う増加
 分

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

合 計 備 考
給 与 費

住 居 手 当

合 計宿日直手当管理職手当

共 済 費

職員手当

の 内 訳

区 分 通 勤 手 当 地 域 手 当

区 分

区 分

扶養手当

注：報酬は会計年度任用職員として令和2年度予算から（参考：令和元年度の国民健康保険特別会計賃金総額は、3,940千円）

－37－



　(3) 給料及び職員手当の状況
　　ア．職員１人当たり給与

一 般 行 政 職 税 務 職

- 285,767

- 316,537

- 37.3

- 281,000

- 309,956

- 36.0

　　イ．初任給
（単位：円）

税 務 職 行 政 職 ( 一 ) 税 務 職

高 校 卒 160,100 150,600 162,900

短 大 卒 171,700 160,100 176,500

大 学 卒 188,700 182,200 207,000

一 般 行 政 職
国 の 制 度

代 表 的 な 職 種
区 分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）令和２年４月１日現在

区 分

平 均 年 齢 （歳）

188,700

171,700

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）平成３１年４月１日現在

160,100

平 均 年 齢 （歳）

代 表 的 な 職 種

－38－



　　ウ．級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比
（人） （％） （人） （％）

　１級  　１級

　２  　２ 1 33.3

　３  　３ 1 33.3

　４  　４ 1 33.3

　５  　５

　６  　－

　７  　－

　１級  　１級

　２  　２ 1 33.3

　３  　３ 1 33.3

　４  　４ 1 33.3

　５  　５

　６  　－

　７  　－

備 考

令和２年４月１日現在

平成３１年４月１日現在

代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 税 務 職

級 級
区 分

－39－



　（級別の基準となる職務）

区 分 一 般 行 政 職

１ 級 定型的な業務を行う主事（技師）の職務

２ 級 高度な知識又は経験を必要とする主事（技師）の職務

３ 級
１．係長の職務
２．主査の職務

４ 級
１．課等の長の補佐する職務
２．主幹の職務
３．主任主査の職務

５ 級
課等の長の職務

６ 級 困難な業務を行う課等の長の職務

７ 級
１．部等の長の職務
２．部等の次長の職務
３．部等の参事の職務

－40－



　　エ．昇給

一般行政職 税 務 職

（Ａ）（人） 3 - 3

（Ｂ）（人） 3 - 3

２号給（人） - - -

４号給（人） 3 - 3

５号給（人） - - -

６号給（人） - - -

８号給（人） - - -

（％） 100.0 - 100.0

（Ａ）（人） 3 - 3

（Ｂ）（人） 3 - 3

２号給（人） - - -

４号給（人） 3 - 3

５号給（人） - - -

６号給（人） - - -

８号給（人） - - -

（％） 100.0 - 100.0

　　オ．期末・勤勉手当
（単位：月分）

６月 １２月 ３月

本 年 度 2.250 2.250 - 4.50

前 年 度 2.225 2.225 - 4.45 補正後4.5

支 給 率 計 備 考

4.50

支給率等

2.250 2.250 -
国 の 制 度

（支給率等）

区 分

前 年 度
号 給 数 別 内 訳

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ）

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ）

支 給 期 別 支 給 率

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

本 年 度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

－41－



　　カ．定年退職及び応募認定退職に係る退職手当（平成３１年４月１日現在）
（単位：月分）

国 の 制 度
定 年 応 募 認 定 （支給率等）

２ ０ 年 勤 続 の 者 25.55625 25.55625 25.55625

２ ５ 年 勤 続 の 者 34.58250 34.58250 34.58250

３ ５ 年 勤 続 の 者 49.59000 49.59000 49.59000

最 高 限 度 49.59000 49.59000 49.59000

その他の加算措置等 制度なし
定年前早期退職
加算（3～45%）

定年前早期退職
加算（3～45%）

　　キ．地域手当

支 給 率 支給対象職員数 国の指定基準に
（％） （人） 基づく支給率(%)

全 地 域 6 3 6

　　ク．特殊勤務手当

消 防 職 技 能 労 務 職

- - -

　　ケ．その他の手当

国 の 制 度
と の 異 同

扶 養 手 当 同　じ

住 居 手 当 同　じ

通 勤 手 当 異なる

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

備 考

差 異 の 内 容

支 給 対 象 地 域 備 考

代 表 的 な 職 種

　自動車通勤者：町内平均ガソリン単価により算定

-
（令和２年４月１日現在）

-

全 職 種

-

支 給 率 等
区 分

区 分

区 分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

－42－



 
 
 
 
 
 

歳入歳出予算附属資料 
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

01 総務費 01 総務管理費 01 一般管理費

事業名 国民健康保険事業職員給与費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

22,303 0 0 0 0 22,303

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

17
21,790 513 0 22,303

事業内容

一般職3名分給与費
(国保医療課国保係分)

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

職員給与費

特記事項

適正執行に向けて更なる努力を行う。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 20,995 21,416 21,790 22,303 22,303 22,303

人件費含む - - - - -

22,303事業費一財 20,995 21,416 21,790 22,303 22,303

－44－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

01 総務費 01 総務管理費 01 一般管理費

事業名 一般管理経費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

17,535 0 0 0 0 17,535

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

17
17,879 △ 344 1,621 15,914

事業内容

･国民健康保険運営協議会の開催　
･ジェネリック医薬品利用促進のため希望シールを作成し配布　
･予算書、決算書の印刷
･保険証、認定証などの印刷製本　
･各種通知及び保険証等を送付　
･京都府国保連合会によるレセプト共同処理の実施　
･レセプト２次点検業務の実施　
･京都府国保連合会運営に係る費用の負担

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 ]

事業目的
及び根拠

国民健康保険事業に関する一般事務経費

特記事項

一般事務経費については、コスト意識を高め、事務経費の縮減に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 17,248 17,417 17,879 17,535 17,535 17,535

人件費含む - - - - -

17,535事業費一財 17,248 17,417 17,879 17,535 17,535
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基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

01 総務費 01 総務管理費 01 一般管理費

事業名 賦課徴収経費 所管課等 住民部・税務課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

1,404 0 0 0 0 1,404

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

19
1,515 △ 111 0 1,404

事業内容

国民健康保険税の徴収率向上の一環として、納期限までに納税がない義務者に対して、適時に
督促状を作成及び送付することにより早期の納付を促すと共に、その発付をもって当該滞納事
案を京都地方税機構へ移管し、滞納整理の推進を図る。
また、納税通知書に同封可能な口座振替依頼書を作成及び送付することにより、安全で確実性
の高い収納方法である口座振替納付を推奨し、さらにはコンビニ収納などによる収納窓口の拡
充によって、納税者の利便性の向上や早期納付の推進を図る。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

地方税法(昭和25年法律第226号)第703条の4及び精華町国民健康保険税条例(昭和34年条例第8
号)第2条の規定に基づき、課税庁(国保部局)が賦課決定した国民健康保険税の徴収及び収納に
係る事務経費

特記事項

徴収強化に向けて様々な面から取り組んでいるものの、制度の構造的な問題や昨今の経済情勢
などに起因して徴収率は横這いの状況にあり、同機構と協調、連携して安定的な税収の確保が
求められる。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 1,226 1,238 1,515 1,404 1,404 1,404

人件費含む - - - - -

1,404事業費一財 1,226 1,238 1,515 1,404 1,404

－46－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 01 療養諸費 01 一般被保険者療養給付費

事業名 一般被保険者療養給付費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

1,988,720 0 1,988,720 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

19
2,508,433 △ 519,713 0 1,988,720

事業内容

･一般被保険者療養給付費　
･一般被保険者にかかる医療費の保険者負担分
　義務教育就学前　8割
　義務教育就業後
　70歳未満　7割
　70歳以上75歳未満　7割もしくは8割

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 1,988,720

事業目的
及び根拠

国民健康保険法第36条の規定に基づき、一般被保険者の疾病及び負傷等に関して療養の給付を
行う。

特記事項

特定健診、がん検診及び人間ドック等の健(検)診事業を促進し、疾病の早期発見、早期治療に
より医療費の伸びの抑制につなげる。また、疾病予防により医療費の伸びの抑制が図れるよう
健康カレンダーなどを通じて周知する。
糖尿病重症化予防や重複服薬指導事業の取組による健康寿命の延伸により、結果として医療費
の削減を図る。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 2,004,839 1,932,093 2,508,433 1,988,720 1,988,720 1,988,720

人件費含む - - - - -

0事業費一財 641,548 0 570,433 0 0

－47－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 01 療養諸費 02 退職被保険者等療養給付費

事業名 退職被保険者等療養給付費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

1,000 0 1,000 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

21
8,000 △ 7,000 0 1,000

事業内容

退職被保険者等療養給付費　
退職被保険者等にかかる医療費の保険者負担分
　義務教育就学前　8割
　義務教育就学後　7割

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 1,000

事業目的
及び根拠

国民健康保険法第36条の規定に基づき、退職被保険者等の疾病及び負傷に関して療養の給付を
行う。

特記事項

特定健診、がん検診及び人間ドック等の健(検)診事業を促進し、疾病の早期発見、早期治療に
より医療費の伸びの抑制につなげる。また、疾病予防により医療費の伸びの抑制が図れるよう
健康カレンダーなどを通じて周知する。
糖尿病重症化予防や重複服薬指導事業の取組による健康寿命の延伸により、結果として医療費
の削減を図る。
退職者医療制度は平成26年度対象者をもって終了したため、療養給付費等が漸減していく。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 22,113 4,685 8,000 1,000 50 10

人件費含む - - - - -

0事業費一財 0 0 0 0 0

－48－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 01 療養諸費 03 一般被保険者療養費

事業名 一般被保険者療養費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

26,000 0 26,000 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

21
26,000 0 0 26,000

事業内容

一般被保険者の補装具及びはり、きゅう等の医療費の償還払い　
医師が治療上必要と認めた場合のコルセットなどの補装具作成に伴う費用及びはり、きゅう、
マッサージ等の施術費用。
自費受診者に対して、保険診療の7割もしくは8割を給付

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 26,000

事業目的
及び根拠

国民健康保険法第54条の規定に基づき、一般被保険者が保険医療機関等以外の病院、診療所等
で治療を受けたとき、医師が治療上必要と認めたコルセットなどの補装具を作成した場合、や
むを得ず保険証持たずに自費で受診した医療費、海外の医療機関にて受診した医療費等に療養
費を支給する。

特記事項

柔道整復師のかかり方など適正受診を促すために、施術内容などの照会を行い、医療費の伸び
の抑制を図る。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 26,030 25,449 26,000 26,000 26,000 26,000

人件費含む - - - - -

0事業費一財 20,989 0 0 0 0

－49－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 01 療養諸費 04 退職被保険者等療養費

事業名 退職被保険者等療養費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

100 0 100 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

21
200 △ 100 0 100

事業内容

退職被保険者等の補装具及びはり、きゅう等の医療費の償還払い
医師が治療上必要と認めた場合のコルセットなどの補装具作成に伴う費用及びはり、きゅう、
マッサージ等の施術費用。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 100

事業目的
及び根拠

国民健康保険法第54条の規定に基づき、退職被保険者等が保険医療機関等以外の病院、診療所
等で治療を受けたとき、医師が治療上必要と認めたコルセットなどの補装具を作成した場合等
に療養費を支給する。

特記事項

柔道整復師のかかり方など適正受診を促すために、施術内容などの照会を行い、医療費の伸び
の抑制を図る。退職者医療制度は平成26年度対象者をもって終了したため、療養費が漸減して
いく。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 253 143 200 100 20 10

人件費含む - - - - -

0事業費一財 0 0 0 0 0

－50－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 01 療養諸費 05 審査支払手数料

事業名 審査支払手数料 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

6,572 0 3,409 0 0 3,163

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

21
6,659 △ 87 0 6,572

事業内容

･レセプト審査手数料　
･レセプト電算処理手数料　
･柔整レセプト点検手数料

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 3,409

事業目的
及び根拠

京都府国保連合会に支払う医療費の給付にかかるレセプト審査及び電算処理手数料

特記事項

事務経費については、コスト意識を高め、事務経費の縮減に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 6,450 6,227 6,659 6,572 6,572 6,572

人件費含む - - - - -

6,572事業費一財 6,450 6,227 6,659 3,163 6,572

－51－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 02 高額療養費 01 一般被保険者高額療養費

事業名 一般被保険者高額療養費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

261,000 0 261,000 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

21
261,000 0 0 261,000

事業内容

一般被保険者の一部負担金が月額の限度額を超えた場合の高額療養費　
｢限度額適用認定証｣を医療機関等に提示することで現物給付が可能。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 261,000

事業目的
及び根拠

国民健康保険法第57条の2の規定に基づき、一般被保険者が療養の給付について支払った一部
負担金の額または療養に要した費用が著しく高額である場合に高額療養費を支給する。

特記事項

特定健診、がん検診及び人間ドック等の健(検)診事業を促進し、疾病の早期発見、早期治療に
より医療費の伸びの抑制につなげる。また、疾病予防により医療費の伸びの抑制が図れるよう
健康カレンダーなどを通じて周知する。
糖尿病重症化予防や重複服薬指導事業の取組による健康寿命の延伸により、結果として医療費
の削減を図る。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 281,718 254,035 261,000 261,000 261,000 261,000

人件費含む - - - - -

0事業費一財 243,253 0 0 0 0

－52－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 02 高額療養費 02 退職被保険者等高額療養費

事業名 退職被保険者等高額療養費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

100 0 100 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

23
2,000 △ 1,900 0 100

事業内容

退職被保険者等の一部負担金が月額の限度額を超えた場合の高額療養費　
｢限度額適用認定証｣を医療機関等に提示することで現物給付が可能。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 100

事業目的
及び根拠

国民健康保険法第57条の2の規定に基づき、退職被保険者等が療養の給付について支払った一
部負担金の額または療養に要した費用が著しく高額である場合に高額療養費を支給する。

特記事項

特定健診、がん検診及び人間ドック等の健(検)診事業を促進し、疾病の早期発見、早期治療に
より医療費の伸びの抑制につなげる。また、疾病予防により医療費の伸びの抑制が図れるよう
健康カレンダーなどを通じて周知する。
糖尿病重症化予防や重複服薬指導事業の取組による健康寿命の延伸により、結果として医療費
の削減を図る。
退職者医療制度は平成26年度対象者をもって終了したので、漸減していく。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 3,993 629 2,000 100 50 10

人件費含む - - - - -

0事業費一財 0 629 1,999 0 0

－53－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 02 高額療養費 03 一般被保険者高額介護合算療養費

事業名 一般被保険者高額介護合算療養費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

200 0 200 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

23
200 0 0 200

事業内容

一般被保険者の高額療養費と高額介護の合算額が一定金額を超えた場合の療養給付費

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 200

事業目的
及び根拠

国民健康保険法57条の3の規定に基づき、国民健康保険と介護保険の両方に高額療養費がある
場合、両保険の自己負担分を合算し限度額を超えた場合、申請により高額介護合算療養費を支
給する。

特記事項

8月1日から翌7月31日の1年間の国民健康保険と介護保険における自己負担額の合算額が高額に
なる場合に支給。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 227 53 200 200 200 200

人件費含む - - - - -

0事業費一財 114 53 200 0 0

－54－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 02 高額療養費 04 退職被保険者等高額介護合算療養費

事業名 退職被保険者等高額介護合算療養費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

20 0 20 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

23
50 △ 30 0 20

事業内容

退職被保険者等の高額療養費と高額介護の合算額が一定金額を超えた場合の療養給付費

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 20

事業目的
及び根拠

国民健康保険法第57条の3の規定に基づき、国民健康保険と介護保険の両方に高額療養費があ
る場合、両保険の自己負担分を合算し限度額を超えた場合、申請により高額介護合算療養費を
支給する。

特記事項

8月1日から翌7月31日の1年間の国民健康保険と介護保険における自己負担額の合算額が高額に
なる場合に支給。退職者医療制度は平成26年度対象者をもって終了したので、漸減していく。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 0 0 50 20 3 1

人件費含む - - - - -

0事業費一財 0 0 50 0 0

－55－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 03 葬祭費 01 葬祭費

事業名 葬祭費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

2,500 0 0 0 0 2,500

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

23
2,500 0 0 2,500

事業内容

被保険者死亡に伴う葬祭費　
50,000円/1件あたり

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

精華町国民健康保険条例第6条の規定により、被保険者が死亡したときは、その者の葬祭を
行った者に対し葬祭費を支給する。

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 1,750 1,800 2,500 2,500 2,500 2,500

人件費含む - - - - -

2,500事業費一財 1,750 1,800 2,500 2,500 2,500

－56－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 04 移送費 01 一般被保険者移送費

事業名 一般被保険者移送費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

100 0 100 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

23
100 0 0 100

事業内容

一般被保険者移送費　
医師の判断のもと(医師の意見書が必要)緊急やむを得ず重病人の入院や転院等を行う必要があ
るときの移送にかかる費用。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 100

事業目的
及び根拠

精華町国民健康保険条例施行規則第22条の規定に基づき、一般被保険者が療養の給付を受ける
ため病院または診療所に移送された場合、移送費を支給する。

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 23 105 100 100 100 100

人件費含む - - - - -

0事業費一財 16 105 100 0 0

－57－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 04 移送費 02 退職被保険者等移送費

事業名 退職被保険者等移送費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

20 0 20 0 0 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

25
50 △ 30 0 20

事業内容

退職被保険者移送費　
医師の判断のもと(医師の意見書が必要)緊急やむを得ず重病人の入院や転院等を行う必要があ
るときの移送にかかる費用。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 保険給付費等交付金（普通交付金） 20

事業目的
及び根拠

精華町国民健康保険条例施行規則第22条の規定に基づき、一般被保険者が療養の給付を受ける
ため病院または診療所に移送された場合、移送費を支給する。

特記事項

事業の適正執行に努める。退職者医療制度は平成26年度対象者をもって終了したので、漸減し
ていく。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 0 0 50 20 5 1

人件費含む - - - - -

0事業費一財 0 0 50 0 0

－58－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 05 出産育児諸費 01 出産育児一時金

事業名 出産育児一時金 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

12,600 0 0 0 8,400 4,200

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

25
14,700 △ 2,100 0 12,600

事業内容

出産育児一時金　
 支給額42万円(一部医療機関除く)
 (出産育児一時金分40.4万円、産科医療補償分1.6万円)

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

繰入金 出産育児一時金繰入金 8,400

事業目的
及び根拠

精華町国民健康保険条例第5条の規定に基づき、被保険者が出産したときは、出産育児一時金
を支給する。

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 8,368 7,948 14,700 12,600 12,600 12,600

人件費含む - - - - -

4,200事業費一財 2,789 7,948 4,900 4,200 4,200

－59－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

02 保険給付費 06 精神・結核医療付加金 01 精神・結核医療付加金

事業名 精神・結核医療付加金 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

3,400 0 0 0 3,400 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

25
3,000 400 0 3,400

事業内容

上限10%の任意給付分　
被保険者が障害者自立支援法第58条に規定する指定自立支援医療のうち障害者自立支援法施行
令第1条第3号で定める医療を受けたとき、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律第37条の2第1項に規定する医療を受けたときは、医療に要した費用について支給する。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

繰入金 精神・結核医療付加繰入金 3,400

事業目的
及び根拠

精華町国民健康保険条例第7条の規定に基づき、精神･結核医療付加金を支給する。

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 3,109 3,149 3,000 3,400 3,400 3,400

人件費含む - - - - -

0事業費一財 0 0 0 0 0

－60－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

08 国民健康保険事業費納付金 01 医療給付費分 01 一般被保険者医療給付費分

事業名 国民健康保険事業費納付金(一般被保険者) 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

555,000 0 0 0 0 555,000

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

27
572,000 △ 17,000 0 555,000

事業内容

京都府が、市町村ごとの年齢調整後の医療費水準や、所得水準を考慮したうえで算定した医療
給付費等の見込額から、公費等の拠出で賄われる部分を除いた国民健康保険事業納付金の、一
般被保険者の医療給付費分。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

国民健康保険事業費納付金の一般被保険者医療給付費分

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 0 552,098 572,000 555,000 555,000 555,000

人件費含む - - - - -

555,000事業費一財 0 552,098 572,000 555,000 555,000

－61－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

08 国民健康保険事業費納付金 01 医療給付費分 02 退職被保険者等医療給付費分

事業名 国民健康保険事業費納付金(退職被保険者) 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

300 0 0 0 0 300

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

27
1,500 △ 1,200 0 300

事業内容

京都府が、市町村ごとの年齢調整後の医療費水準や、所得水準を考慮したうえで算定した医療
給付費等の見込額から、公費等の拠出で賄われる部分を除いた国民健康保険事業納付金の、退
職被保険者の医療給付費分。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

国民健康保険事業費納付金の退職被保険者医療給付費分

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 0 2,213 1,500 300 20 10

人件費含む - - - - -

10事業費一財 0 2,213 1,500 300 20

－62－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

08 国民健康保険事業費納付金 02 後期高齢者支援金等分 01 一般被保険者後期高齢者支援金等分

事業名 国民健康保険事業費納付金(一般被保険者後期高齢者支援金) 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

197,000 0 0 0 0 197,000

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

27
211,000 △ 14,000 0 197,000

事業内容

京都府が、市町村ごとの年齢調整後の医療費水準や、所得水準を考慮したうえで算定した医療
給付費等の見込額から、公費等の拠出で賄われる部分を除いた国民健康保険事業納付金の、一
般被保険者の後期高齢者支援金分。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

国民健康保険事業費納付金の一般被保険者後期高齢者支援金分

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 0 213,714 211,000 197,000 197,000 197,000

人件費含む - - - - -

197,000事業費一財 0 213,714 211,000 197,000 197,000

－63－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

08 国民健康保険事業費納付金 02 後期高齢者支援金等分 02 退職被保険者等後期高齢者支援金等分

事業名 国民健康保険事業費納付金(退職被保険者後期高齢者支援金) 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

100 0 0 0 0 100

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

27
600 △ 500 0 100

事業内容

京都府が、市町村ごとの年齢調整後の医療費水準や、所得水準を考慮したうえで算定した医療
給付費等の見込額から、公費等の拠出で賄われる部分を除いた国民健康保険事業納付金の、退
職被保険者の後期高齢者支援金分。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

国民健康保険事業費納付金の退職被保険者後期高齢者支援金分

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 0 739 600 100 20 10

人件費含む - - - - -

10事業費一財 0 739 600 100 20

－64－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

08 国民健康保険事業費納付金 03 介護納金分 01 介護納付金分

事業名 国民健康保険事業費納付金(介護納付金分) 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

67,000 0 0 0 0 67,000

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

29
66,000 1,000 0 67,000

事業内容

京都府が、市町村ごとの年齢調整後の医療費水準や、所得水準を考慮したうえで算定した医療
給付費等の見込額から、公費等の拠出で賄われる部分を除いた国民健康保険事業納付金の、介
護納付金分。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

国民健康保険事業費納付金の介護納付金分

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 0 60,347 66,000 67,000 67,000 67,000

人件費含む - - - - -

67,000事業費一財 0 60,347 66,000 67,000 67,000

－65－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

09 保健事業費 01 特定健康診査等事業費 01 特定健康診査等事業費

事業名 特定健康診査等事業費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

21,412 0 8,250 0 1,001 12,161

特定健康診査等受託料 1

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

29
26,497 △ 5,085 0 21,412

事業内容

内臓脂肪症候群を健診により診断し、改善のため保険指導を行う。
　･受診券用紙･受診票
　･封筒印刷　
　･通知等郵送代　
　･健診結果集計処理手数料
　･特定健診業務委託　
　･指導用材料費　
　･特定健診システムネットワーク負担金

雑入 健診受診者自己負担金 1,000

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

府負担金・補助金 特定健診等負担金 8,250

受託事業収入

事業目的
及び根拠

保険者による被保険者の健康診査。
高齢者の医療の確保に関する法律第20条の規定に基づき40歳以上の加入者に対して特定健診を
実施する。
がん、心臓病、脳卒中などの生活習慣病の大きな原因となる内臓脂肪症候群を早期予防、改善
して医療費の抑制に努める。

特記事項

町内指定医療機関の協力を得ながら、また、未受診者や健診申込未登録者に対し受診勧奨通知
を送付し、受診率向上に努める。
広報誌｢華創｣や健康カレンダー等により健(検)診事業の啓発を図る。
健康推進課と連携し、事業の啓発を図る。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 13,807 15,239 26,497 21,412 21,412 21,412

人件費含む - - - - -

12,161事業費一財 6,678 15,239 17,474 12,161 12,161

－66－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

09 保健事業費 02 保健事業費 01 保健衛生普及費

事業名 保健衛生普及費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

340 0 0 0 0 340

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

31
340 0 0 340

事業内容

･無受診世帯表彰　
　前年度1年間、疾病または傷病による給付を受けなかった世帯のうち国民健康保険税完納世
帯に対して表彰及び記念品贈呈を行う。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

疾病予防及び早期発見による重症化防止に向けた啓発
精華町国民健康保険健康世帯表彰規定に基づく表彰

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 84 121 340 340 340 340

人件費含む - - - - -

340事業費一財 84 121 340 340 340

－67－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

09 保健事業費 02 保健事業費 02 疾病予防費

事業名 保健事業 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

32,122 0 0 0 285 31,837

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

31
31,056 1,066 0 32,122

事業内容

各種ドック等受診票、健康づくり案内冊子及び広報等　
医療費通知電算処理料　
医療費通知郵送代　
人間ドック、脳ドック、併用ドック(人間+脳)、骨密度測定等事業
糖尿病重症化予防事業
重複服薬指導事業

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

雑入 健診受診者自己負担金 285

事業目的
及び根拠

健康づくり事業
疾病予防及び早期発見による重症化防止に向けた検診事業
国民健康保険人間ドック等補助金交付規則に基づく

特記事項

実施医療機関との連携を図る。
また、健康推進課と連携し、保健予防の情報誌｢家族の健康カレンダー｣の作成を含め、保健事
業の啓発を図る。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 21,632 22,410 31,056 32,122 32,122 32,122

人件費含む - - - - -

31,837事業費一財 16,706 22,410 30,771 31,837 31,837

－68－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

10 基金積立金 01 基金積立金 01 財政調整基金積立金

事業名 財政調整基金積立金 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

30 0 0 0 30 0

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

33
30 0 30 0

事業内容

財政調整基金積立金

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

財産運用収入 財政調整基金運用利子 30

事業目的
及び根拠

国民健康保険特別会計財政調整基金条例

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 11 6 30 30 30 30

人件費含む - - - - -

0事業費一財 11 6 0 0 0

－69－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

11 諸支出金 01 償還金及び還付加算金 01 一般被保険者保険税還付金

事業名 一般被保険者保険税還付金 所管課等 住民部・税務課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

2,000 0 0 0 0 2,000

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

33
1,800 200 2,000 0

事業内容

当該年度時の賦課決定に基づいて納税されたものの、被保険者の資格喪失など加入状況の変更
や修正申告に伴う所得判定の変更により、過年度に遡及して税額が減額された際に生じる過納
金を速やかに還付する。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

地方税法(昭和25年法律第226号)第17条の規定に基づく、過年度に納付済みの国民健康保険税
にかかる一般被保険者分の過納金の還付に要する経費

特記事項

過納金の発生時には迅速かつ的確にその事務処理を行い、適正な収納管理業務の遂行を図る。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 1,156 1,711 1,800 2,000 2,000 2,000

人件費含む - - - - -

2,000事業費一財 1,156 1,711 1,800 2,000 2,000

－70－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

11 諸支出金 01 償還金及び還付加算金 02 退職被保険者等保険税還付金

事業名 退職被保険者等保険税還付金 所管課等 住民部・税務課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

50 0 0 0 0 50

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

33
50 0 50 0

事業内容

当該年度時の賦課決定に基づいて納税されたものの、被保険者の資格喪失など加入状況の変更
や修正申告に伴う所得判定の変更により、過年度に遡及して税額が減額された際に生じる過納
金を速やかに還付する。

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

地方税法(昭和25年法律第226号)第17条の規定に基づく、過年度に納付済みの国民健康保険税
にかかる退職被保険者分の過納金の還付に要する経費

特記事項

過納金の発生時には迅速かつ的確にその事務処理を行い、適正な収納管理業務の遂行を図る。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 53 0 50 50 50 50

人件費含む - - - - -

50事業費一財 53 0 50 50 50

－71－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

11 諸支出金 01 償還金及び還付加算金 03 償還金

事業名 償還金 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

1 0 0 0 0 1

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

33
1 0 1 0

事業内容

国庫補助金等の実績による精算のため

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

償還金

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 17,862 37,452 1 1 1 1

人件費含む - - - - -

1事業費一財 17,862 37,452 1 1 1

－72－



基本構想

基本計画

施策

款項目

02 安全･安心で健やかな暮らしのまちづくり

01 健康･医療

03 医療･保険

12 予備費 01 予備費 01 予備費

事業名 予備費 所管課等 住民部・国保医療課

事業費
予算額
の概要
<千円>

今年度予算額 国庫支出金 府支出金 地方債 その他 一般財源

20,000 0 0 0 0 20,000

前年度予算額 増減額 臨時的経費 経常的経費 予算書
説明頁

35
20,000 0 20,000 0

事業内容

突発的な療養諸費等の支出に対応するための費用

主な
特定財源
の内訳
<千円>

種　別 特　定　財　源　名　称 財源充当金額

事業目的
及び根拠

地方自治法第217条に基づく予算外の支出または予算超過の支出に充てるための予備費

特記事項

事業の適正執行に努める。

事業費
の推移
<千円>

H29(実績) H30(実績) R 1(予算) R 2(予算) R 3(試算) R 4(試算)

-

事業費のみ 0 0 20,000 20,000 20,000 20,000

人件費含む - - - - -

20,000事業費一財 0 0 20,000 20,000 20,000

－73－


